
公租公課（詳細）

2023年 3月15日
東京電力エナジーパートナー株式会社



1１．公租公課の概要

⚫ 公租公課は、法人税法、地方税法等に基づき算定しております。

⚫ 今回の申請原価は、分社化等の影響により、前回に比べ873億円減少し、141億円となります。

今回
（2023～25）

A

前回
（2012～14）

B

前回との差異
A－B

主な増減要因

固定資産税 0 394 ▲394 分社化による減

雑 税 8 91 ▲82 分社化による減（前回は「水利使用料」を含む）

事 業 税 37 490 ▲453 分社化による減

法人税等 95 39 ＋56 課税所得の増加による増

合 計 141 1,014 ▲873

（億円）

※前回原価は託送原価相当を除きます

[内訳表（公租公課）]



22．固定資産税

⚫ 固定資産税は、2021年度下期および2022年度上期の固定資産税額の実績を基に算定してお
ります。

⚫ 今回の申請原価は、分社化等の影響により、前回に比べ394億円減少し、0.3億円となります。

今回
（2023～25）

A

前回
（2012～14）

B

前回との差異
A－B

主な増減要因

水 力 － 90 ▲90 分社化による減（今回対象なし）

火 力 － 169 ▲169 〃

原子力 － 144 ▲144 〃

新エネ － 1 ▲1 〃

送 電 － 221 ▲221 〃

配 電 － 121 ▲121 〃

変 電 － 311 ▲311 〃

業 務 0.3 28 ▲28 分社化による減

託送原価 － ▲691 ＋691

合 計 0.3 394 ▲394

（億円）
[内訳表（固定資産税）]



33．雑税（水利使用料を含む）

⚫ 雑税は、2019年度から2021年度実績の平均を基に算定しております。

⚫ 今回の申請原価は、分社化等の影響により、前回に比べ82億円減少し、8億円となります。

今回
（2023～25）

A

前回
（2012～14）

B

前回との差異
A－B

主な増減要因

県市町村民税 0 3 ▲3 分社化による減

事 業 所 税 1 4 ▲3 〃

印 紙 税 7 12 ▲5 〃

不動産取得税 － 4 ▲4 分社化による減（今回対象なし）

都市計画税 － 12 ▲12 〃

核 燃 料 税 － 14 ▲14 〃

使用済核燃料税 － 4 ▲4 〃

水利使用料 － 38 ▲38 〃

そ の 他※ 0 0 ▲0 分社化による減

合 計 8 91 ▲82

※登録免許税、その他諸税 等

（億円）[内訳表（雑税）]



44．事業税

⚫ 事業税は、地方税法に則って、想定原価を基に算定しております。

⚫ 今回の申請原価は、分社化等の影響により、前回に比べ453億円減少し、37億円となります。

今回
（2023～25）

A

前回
（2012～14）

B

前回との差異
A－B

主な増減要因

収
入
割

収 入 ① 72,573 58,252 ＋14,321 総原価の増加による増

控除項目 ② 69,805 7,516 ＋62,289 分社化による増

課税対象 ③=①－② 2,768 50,736 ▲47,968

税率（％） ④ 1.101 1.299 ▲0.198 実績実効税率の低下に伴う減

税 額 ⑤＝③×④ 30 659 ▲629

資 本 割 ⑥ 4 － ＋4 税法改正により新規発生

付加価値割 ⑦ 3 － ＋3 税法改正により新規発生

託送原価 ⑧ － ▲169 ＋169

合 計
⑨＝⑤＋⑥＋⑦

ー⑧
37 490 ▲453

（億円）[内訳表（事業税）]



55．法人税等

⚫ 法人税等は、法人税法および料金算定規則等に基づき算定しております。

⚫ 今回の申請原価は、課税所得の増加等の影響により、前回に比べて56億円増加し、95億円と
なります。

今回
（2023～25）

A

前回
（2012～14）

B

前回との差異
A－B

主な増減要因

発行済株式数
（自己株式除く）

① 4 1,604 ▲1,600 分社化による減

一株当たり配当額 ② 5,970 50 ＋5,920
親会社への配当実績に基づき算定したこと
による増

配 当 金 ③＝①×② 245 802 ▲557

実効税率（％） ④ 28.00 32.71 ▲4.71 法人税率の引き下げによる減

配当所要利益
（税引前当期純損失）

⑤＝③×
（1－④）

340 858 ▲518

法 人 税 等
（託送原価含み）

⑥＝④×⑤ 95 56 ＋39
前回は繰越欠損金の充当を前提に、課税
所得を20％に圧縮し、④×⑤×0.2により
計算したことによる増

託送原価 ⑦ － ▲17 ＋17

法 人 税 等
（託送原価除き）

⑧＝⑥ー⑦ 95 39 ＋56

（百万株、円/株、億円）
[内訳表（法人税等）]


